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完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、当社の完全子会社である鳥海建工株式会社（以下「鳥海

建工」といいます。）を吸収合併（以下「本合併」といいます。）することを決議しましたので、下

記のとおりお知らせいたします。 

 なお、本合併は完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略し

ております。 

記 

１． 合併の目的 

当社は、当社グループのコア事業であるユニットハウス事業に次ぐ第二の柱として近年業績を

拡大しているモジュール・システム建築事業の体制強化を目的に、2020 年 10 月 8 日に当社が鳥

海建工の全株式を取得して当社の完全子会社といたしました。 

今般、当社が鳥海建工を吸収合併し、経営資源の集中と経営の効率を図ることにより、モジュー

ル・システム建築事業の更なる成長・発展を推し進めます。 

 

２． 合併の要旨 

（１） 合併の日程 

取締役会決議日  2021年２月 22日 

合併契約締結日  2021年２月 22日 

合併効力発生日  2021年４月１日（予定） 

     ※本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に規定する簡易合併であり、鳥海建

工においては会社法第 784 条第１項に規定する略式合併であるため、いずれにおいて

も合併契約に関する株主総会の承認を得ることなく行うものです。 

 

（２） 合併の方式 

  当社を存続会社、鳥海建工を消滅会社とする吸収合併方式とし、鳥海建工は効力発生日をもっ

て解散いたします。 

 

http://www.nagawa.co.jp/


（３） 合併に係る割当ての内容 

  鳥海建工は当社の完全子会社であるため、本合併による新株式の発行及び金銭等の割当てはあ

りません。 

 

（４） 合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

  該当事項はありません。 

３． 合併当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

(1) 名称 株式会社ナガワ 鳥海建工株式会社 

(2) 所在地 東京都千代田区丸の内一丁目

４番１号 

埼玉県加須市柳生２７４７番

地３ 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 

髙橋 修 

代表取締役社長 

髙橋 修 

(4) 事業内容 ・ユニットハウス（商品名：ス

ーパーハウス）の製造・販売・

レンタル 

・システム・モジュール建築の

設計・施工 

・建設機械器具のレンタル・販

売 

・建設資材販売・リフォーム・

土木工事・各種工事 

・建築工事の請負並びに企

画・設計・監理業務 

・一般土木事業の請負工事 

・不動産の売買及び仲介業、

賃貸及び管理業 

(5) 資本金 2,855百万円 20百万円 

(6) 設立年月日 1966年７月 21 日 2020年 7月 27日 

(7) 発行済株式数 16,357,214株 4,000株 

(8) 決算期 3月 31日 3月 31日 

(9) 大株主および持株比率 

（2020年 3月 31日現在） 

THE SFP VALUE  

REALIZATION MASTER  

FUND LIMITED 

                13.14% 

髙橋 修     12.91％ 

髙橋 学         6.42% 

一般財団法人ナガワひまわり

財団         6.42% 

株式会社ナガワ 100％ 

(10) 直前事業年度の財政状態および経営成績 

決算期 2020年 3月期（連結） 2020年 3月期 

純資産 44,678百万円 ※鳥海建工株式会社は今年度

が設立初年度であるため直前

事業年度の財政状態及び経営

成績はございません。 

総資産 49,917百万円 

１株当たり純資産 2,867.61円 

売上高 29,018百万円 



営業利益 3,536百万円 

経常利益 3,717百万円 

親会社株主に帰属する当

期純利益 

2,105百万円 

１株当たり当期純利益 135.78円 

 

 

 

４． 合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の氏名・役職、事業内容、資本金および決算期の変更

はありません。 

 

５． 合併による業績への影響の見通し 

本合併は完全子会社との合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

以上 

 


